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地域包括ケアシステム

地域包括ケア研究会報告より



医療・介護分野でのIT利活用



検討会設置の趣意

• スマート端末の技術的な可能性を踏まえ、ニーズ視点から現実の在宅医
療・介護現場を捉る。

• 未来投資戦略が描く情報の連携・活用促進に極めて有効と考えられるス
マート端末を使った業務応用を検討する。

• 患者／サービス利用者へのメリットを重視

• 業務的な課題（ニーズ）からを抽出し、その中で端末が活用できる業務を論議

• 実現に向けた現状の各種制約を考慮

• 省庁等で進めている各種施策との整合
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洛和会ヘルスケアシステム資料



多職種間の情報連携の効果



情報流通フローの分析



１．患者情報の記録・参照と情報連携
・会議の資料や議事録は全て紙で提供されるため、在宅移行後に加わる関係者が情報を知るためには、ケアマネ
ジャー等のカンファレンス参加者から教えてもらうことになる。
・情報は全て紙で提供されるため、後日、その情報を知るためには紙資料を探す必要がある。
・居宅介護サービス計画書、サービス担当者会議議事録共に紙での管理となっている。さらに居宅介護サービス計画
書は更新されることがあるが、関係者がその最新版を取得していない、もしくは古いまま運用していることがある。
・連絡ノートを事前に見ることができないので、患者の最新状況を知るにはケアマネジャー等に問い合わせる必要が
ある。
・診療報酬請求書の作成は紙に記載の診療情報から必要な項目を再入力となる。
・患者・家族は（紙の）処方箋により薬を調剤してもらう手間が発生する。
・訪問看護師は患者の最新状況を知ることが難しく、多くの場合、分からないまま訪問看護に出ている。
・訪問介護計画書は紙であるため、最新のものであることの確認が難しい。
２．訪問看護・介護サービスの指示参照と実施報告
・居宅管理指導書は紙のため、ヘルパー等には個々に連絡する必要がある。
・実施結果は患者・家族の報告用、主治医への報告用、診療報酬請求用と目的別に作成する必要がある。
・実施報告書は患者宅に訪問後、訪問看護ステーションに戻り作成もしくは手書きしたものを担当者に渡しているこ
とが多い。
・診療報酬請求書の作成は紙に記載の報告書から必要な項目を再入力となる。
・サービス実施報告書は患者・家族の報告用、サービス請求用等、目的別に作成する必要がある。
・サービス実施報告書は患者宅に訪問後、居宅介護事業所に戻り作成もしくは手書きしたものを担当者に渡している
ことが多い。
・サービス請求書の作成は紙に記載の報告書から必要な項目を再入力となる。

IT技術による課題の解決ポイント



3.患者の同意・確認取得

・患者・家族の診療・処置確認は認印によっているので、確認書は紙のまま管理・保管しなければならない。
・患者・家族の処置確認は認印によっているので、確認書は紙のまま管理・保管しなければならない。
・患者・家族のサービス実施報告の確認は認印によっているので、確認書は紙のまま管理・保管しなければならない。

4.患者の医療保険資格確認

・医療保険資格確認と本人の確認は保険番号の控えと目視、本人情報の確認による。

5.介護関係のオンライン申請（ワンストップ介護）

・全て紙による処理であり、要介護認定申請、主治医意見書共に役所に郵送もしくは持ち込みが行われている。

6.テレカンファレンス、テレビ会議を使ったサービス担当者会議

・関係者全員がカンファレンスに参加できるわけではない。

IT技術による課題の解決ポイント



患者情報の記録・参照と情報連携の実現例



テレカンファレンス、テレビ会議を使った
サービス担当者会議

介護関係のオンライン申請（ワンストップ介護）



スマート端末の普及費用

1. 事業者による投資と費用回収（定量効果）

2. 自治体等の予算による構築（定性的効果・付帯効果）

3. 補助金の活用

4. 居宅に端末を置き、それをサービス提供者が利用する方式



患者・家族のネットワークへの組み込み

スマートフォン年代別普及率



災害時における活用



狭義の地域包括ケアシステムから
社会保障へ



晴れやかネットにおける介護連携・訪問看護システム























「多用途な資格確認用スマート機器の開発と利用検討」事業

「在宅医療・訪問介護向けスマート端末検討会」報告書

令和２年6月 一般財団法人 ニューメディア開発協会


